
- 1 - 

 

 

平成２６年岐阜県地価調査のあらまし 

 

岐阜県都市建築部都市政策課    

Ⅰ 地価調査の概要 

 

  １ 目 的 

本調査は、国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）による土地取引の規制を適正かつ円滑に実

施するために、同法施行令（昭和４９年政令第３８７号）第９条第１項に基づき、毎年１回基準地の

標準価格を調査し、その結果を公表するものである。 

これは、地価公示法（昭和４４年法律第４９号）に基づき国（土地鑑定委員会）が実施している標

準地の公示価格とあわせて公的土地評価体系の確立を図るとともに、一般の土地取引価格の指標とも

なるものである。 

（注）基準地とは、土地の用途が同質と認められるまとまりのある地域において、土地の利用状況、

環境、形状等が当該地域において通常であると認められる土地である。 

 

  ２ 基準地の価格判定 

基準地の価格は、平成２６年７月１日における単位面積当たり（宅地は１平方メ－トル、林地は１

０ア－ル（１０００平方メ－トル））の標準価格である。この標準価格とは、「土地について自由な

取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると認められる価格」をいうもので

あり、売り手、買い手の双方に売り急ぎ、買い進み等の特殊な事情がない取引において成立すると認

められる価格を示すものである。 

標準価格は、毎年１回、１人以上の不動産鑑定士に鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調

整を行って判定する。（国土利用計画法施行令第９条第１項、第２項） 

 

 ３ 対象区域と基準地の設定数 

   （１）宅地関係 

地価調査の対象区域は県下全市町村で、基準地は３７２地点を設定した。 

なお、基準地の用途別設定数は次のとおりである。 

 住宅地 商業地 準工業地 工業地 市街化調整

区域内宅地 

合 計 

26年 ２６０ ８７ － ２５ － ３７２ 

25年 ２６０ ８６ － ２６ － ３７２ 

24年 ２４０ ７８ １８ ２４ １２ ３７２ 

 

また、基準地の区域別設定数は次のとおりである。 

 市街化区域 市街化調整区域 非線引都市計画区域 都市計画区域外 合 計 

26年 １３７ １２ １５７ ６６ ３７２ 

25年 １３７ １２ １５７ ６６ ３７２ 

24年 １３７ １２ １５７ ６６ ３７２ 

 

   （２）林地関係 

林地関係の基準地は８地点を設定した。 

 都市近郊林地 農村林地 林業本場林地 山村奥地林地  合 計 

26年 ３ ２ ２ １ ８ 

25年 ３ ２ ２ １ ８ 

24年 ３ ２ ２ １ ８ 
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 ４ 共通地点の設定 

地価公示（１月１日調査、３月下旬公表）との連携を密にし、半年毎の地価動向を把握するため、

地価公示の標準地と同一地点である基準地（共通地点）を２２地点設定した。 

 

 

Ⅱ 調査結果の概要 

 

  １ 宅地の対前年変動率について 

① 宅地の対前年平均変動率については、住宅地が△１．７％（前年△２．１％）、商業地が△１．

７％（前年△２．２％）、工業地が△１．２％（前年△２．１％）となっており、全用途平均では

△１．７％（前年△２．１％）となっている。すべての用途でマイナスの変動率を示し、２２年連

続の下落となっている。 

（第１表、資料２、３参照） 

 

② 区域別、用途別対前年平均変動率は、市街化区域内住宅地は△０．９％（前年△１．５％）、市

街化区域内商業地は△１．０％（前年△１．７％）、市街化区域内平均は△０．９％（前年△１．

６％）、市街化調整区域は△１．９％（前年△２．６％）、非線引都市計画区域平均は△１．９％

（前年△２．３％）で、都市計画区域全体の平均は△１．５％（前年△２．０％）、都市計画区域

外の平均は△２．５％（前年△２．７％）となっている。 

 （第２表参照） 

 

③ 対前年変動率の分布状況をみると、住宅地は前年と比べて上昇した地点は８地点であり（前年は

４地点上昇）、下落率が５％を超える地点が前年から２地点減少している。商業地は前年と比べて

上昇した地点は６地点であり（前年は３地点）、下落率が５％を超える地点が前年から１地点増加

している。工業地は横ばい１地点を含めてすべて下落率０％～５％である。 

（第３表、第４表、第５表参照） 

 

④ 市町村別の対前年平均変動率について、プラスは商業地で多治見市のみで、横ばいは商業地で美

濃加茂市、工業地で各務原市のみであり、その他はすべてマイナスとなっている。 

なお、前年は、プラスは商業地で多治見市のみ、横ばいは商業地で美濃加茂市のみであり、その他

はすべてマイナスであった。 （資料２参照） 

 

⑤ 対前年変動率がプラスの基準地は、住宅地８地点（岐阜市４、多治見市２、瑞穂市２）、商業地

６地点（岐阜市３、大垣市２、多治見市１）となっている。 

（第３表、第４表、第５表、資料４参照） 

 

⑥ 対前年変動率が横ばいの基準地は、住宅地１７地点 （岐阜市５、多治見市２、中津川市２、瑞浪

市１、恵那市１、美濃加茂市１、土岐市１、各務原市２、可児市２）、商業地６地点（岐阜市２、

多治見市１、恵那市２、美濃加茂市１）、工業地１地点（各務原市１）となっている。 

（第３表、第４表、第５表、資料５参照） 

 

⑦ 対前年変動率がマイナスの基準地をみると、住宅地では、飛騨（県）－１（飛騨市古川町栄２丁

目５番１１）の△５．９％が最大となっている。商業地では、飛騨（県）５－１（飛騨市古川町金

森町１２番２０外）の△６．０％が最大となっている。 

また、工業地では、瑞穂（県）９－１（瑞穂市牛牧字中尾７１１番１外）の△２．８％が最大とな

っている。 

（資料６参照） 
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第１表 用途別対前年平均変動率         （単位：％） 

区分 住宅地 商業地 工業地 全用途 

26年 △１．７ △１．７ △１．２ △１．７ 

25年 △２．１ △２．２ △２．１ △２．１ 

24年 △２．７ △３．０ △２．７ △２．８ 

  （注）平均変動率は各基準地の変動率の総和を継続地点数で割って算出。                     

 

第２表 区域別、用途別対前年平均変動率        （単位：％） 

都市計画区域 住宅地 商業地 工業地 全用途 

 
市街化区域 

△0.9 △1.0 △1.2 △0.9 

(△1.5) (△1.7) (△2.2) (△1.6) 

市街化調整 

区   域 

△1.9 － － △1.9 

(△2.6) － － (△2.6) 

非線引き都 

市計画区域 

△1.9 △2.4 △1.0 △1.9 

(△2.2) (△2.8) (△2.0) (△2.3) 

合  計 
△1.5 △1.6 △1.1 △1.5 

(△1.9) (△2.1) (△2.1) (△2.0) 

都市計画区域外 
△2.6 △2.7 △1.8 △2.5 

(△2.8) (△2.6) (△2.1) (△2.7) 

県  計 
△1.7 △1.7 △1.2 △1.7 

(△2.1) (△2.2) (△2.1) (△2.1) 

  （注） 表中上段は２６年の対前年平均変動率。下段は２５年の対前年平均変動率。 

     なお、平均変動率は各基準地の変動率の総和を継続地点数で割って算出。 

 

第３表 住宅地の対前年変動率の分布状況 

変 動 率 26年地点数 25年地点数 

上昇率 ５％超 ０(  0.0%) ０(  0.0%) 

上昇率 ０％超～５％ ８(  3.2%) ４(  1.6%) 

０％ １７(  6.9%) １５(  6.1%) 

下落率 ０％超～５％ ２２０( 88.7%) ２２２( 90.2%) 

下落率 ５％超～１０％ ３(  1.2%) ５(  2.0%) 

下落率 １０％超   ０(  0.0%)   ０(  0.0%) 

    総   数 ２４８(100.0%) ２４６(100.0%) 

 （注）総数は、継続地点数。 

構成比は、小数点以下第２位を四捨五入したため、合計が１００にならない場合がある。 

 

第４表 商業地の対前年変動率の分布状況 

    変 動 率 26年地点数 25年地点数 

上昇率 ０％超    ６(  7.3%)    ３(  3.5%) 

０％    ６(  7.3%)    ６(  7.1%) 

下落率 ０％超～５％ ６７( 81.7%)   ７４ ( 87.1%) 

下落率 ５％超～１０％    ３(  3.7%)    ２(  2.4%) 

下落率 １０％超    ０(  0.0%)    ０(  0.0%) 

    総   数 ８２(100.0%) ８５(100.0%)  

 （注）総数は、継続地点数。 

構成比は、小数点以下第２位を四捨五入したため、合計が１００にならない場合がある。 
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第５表 工業地の対前年変動率の分布状況 

    変 動 率  26年地点数  25年地点数 

上昇率 ０％超    ０(  0.0%)    ０(  0.0%) 

０％    １(  4.2%)    ０(  0.0%) 

下落率 ０％超～５％   ２３( 95.8%)   ２６(100.0%) 

下落率 ５％超～１０％    ０(  0.0%)    ０(  0.0%) 

下落率 １０％超    ０(  0.0%)    ０(  0.0%) 

総   数   ２４(100.0%)   ２６(100.0%) 

 （注）総数は、継続地点数。 

 

 ２ 宅地の価格水準について 

①  住宅地の平均価格については３３，７００円で、５万円以上の市町村は、岐阜市をはじめ４市町

となっている。市では、岐阜市（６４，８００円）が最も高く、大垣市（５０，０００円）の順と

なっている。町では、岐南町（５４，６００円）、北方町（５１，４００円）の順となっている。 

（第６表、資料２参照） 

 

② 商業地の平均価格については８３，９００円で、１０万円以上の市町村は、岐阜市のみである。

市では、岐阜市（１５１，８００円）が最も高く、以下各務原市（８４，７００円）、大垣市（８

４，４００円）、の順となっている。町では、北方町（６５，３００円）、岐南町（６３，０００

円）の順となっている。 

（第６表、資料２参照） 

 

③ 区域別平均価格では、市街化区域内住宅地は５５，４００円、市街化区域内商業地は１１２，９

００円、市街化区域平均は７３，７００円、市街化調整区域は２５，９００円、非線引都市計画区

域平均は３３，７００円で、都市計画区域全体の平均は５１，３００円、都市計画区域外の平均は

１３，０００円となっている。 

（第６表参照） 

     

④ 住宅地、商業地、工業地の価格分布状況をみると、住宅地、商業地、工業地とも平成２５年と同

程度の分布状況である。 

（第７表、第８表、第９表参照） 

 

⑤ 県内の最高価格地点は、住宅地は岐阜（県）－３３（岐阜市加納本町３丁目７番１外）で１４１，

０００円、商業地は岐阜（県）５－１９（岐阜市吉野町５丁目１７番外）で５５０，０００円とな

っている。 

（資料７参照） 

 

⑥ 価格の上位１０地点をみると、住宅地、商業地ともに全て岐阜市で占められている。 

（資料７参照） 
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第６表 区域別、用途別平均価格                （単位：円） 

都市計画区域  住 宅 地 商 業 地 工 業 地 平 均 

 市街化区域 H26 55,400 112,900 28,300 73,700 

H25 (55,900) (110,800) (28,600) (73,300) 

市街化調整区

域 

H26 25,900 － － 25,900 

H25 (26,400) － － (26,400) 

非線引き都市

計画区域 

H26 28,900 56,900 19,000 33,700 

H25 (29,300) (57,900) (19,100) (34,000) 

合計 H26 39,800 89,500 21,100 51,300 

H25 (40,300) (89,100) (21,200) (51,300) 

都市計画区域外 H26 11,000 28,000  9,900 13,000 

H25 (11,400) (28,800) (10,100) (13,500) 

県    計 H26 33,700 83,900 19,800 44,500 

H25 (34,200) (83,500) (19,900) (44,600) 

（注） 表中上段は２６年の平均価格。下段は２５年の平均価格。 

    なお、平均価格は各基準地の価格の総和を地点数で割って算出。 

 

第７表 住宅地価格分布状況 

価格（㎡あたり） 26年地点数 25年地点数 

 150,000円以上   ０   ０ 

 100,000円～150,000円未満   ４(  1.5%)   ４(  1.5%) 

  50,000円～100,000円未満  ４５( 17.3%) ４７( 18.1%) 

  25,000円～ 50,000円未満 １０６( 40.8%) １０４( 40.0%) 

  25,000円未満 １０５( 40.4%) １０５( 40.4%) 

     総   数 ２６０(100.0%) ２６０(100.0%) 

（注）総数は、全地点数。 

 

第８表 商業地価格分布状況 

価格（㎡あたり） 26年地点数 25年地点数 

 500,000円以上   １(  1.1%)   １(  1.2%) 

 200,000円～500,000円未満   ４(  4.6%)   ３(  3.5%) 

 100,000円～200,000円未満  １４( 16.1%)  １５( 17.4%) 

  50,000円～100,000円未満  ３９( 44.8%)  ４０( 46.5%) 

  50,000円未満  ２９( 33.3%)  ２７( 31.4%) 

     総   数  ８７(100.0%)  ８６(100.0%) 

（注）総数は、全地点数。 

構成比は、小数点以下第２位を四捨五入したため、合計が１００にならない場合がある。 

 

第９表 工業地価格分布状況 

   価格（㎡あたり） 26年地点数 25年地点数 

 50,000円以上   ０   ０ 

 30,000円～50,000円未満   ４( 16.0%)   ４( 15.4%) 

 10,000円～30,000円未満  １９( 76.0%)  ２０( 76.9%) 

 10,000円未満   ２(  8.0%)   ２(  7.7%) 

     総   数  ２５(100.0%)  ２６(100.0%) 

（注）総数は、全地点数。 
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 ３ 共通地点の６ケ月変動率について  

共通地点（継続地点２２地点）の６ケ月変動率については、２５年後期（平成２５年７月１日から

平成２６年１月１日まで）と２６年前期（平成２６年１月１日から平成２６年７月１日まで）を比べ

ると、３地点で上昇率が拡大、２地点で上昇率が縮小、９地点で横ばい、５地点で下落率が縮小、３

地点で下落率が拡大している。 （資料８参照） 

 

  ４ 林地の地価動向について 

林地８地点の平均価格は、１０ア－ル（１０００平方メートル）当たり４３１，７００円（前年４

４５，３００円）となっている。 

また、対前年平均変動率は△３．５％（前年△４．３％）となっており、前年より下落幅が縮小し

ている。 

（第１０表、資料３参照） 

 

第１０表 林地平均価格、変動率  

     区  分     地点数       平均価格（円／10a）   変動率（％） 

   都市近郊林地 
    ３          ９７５，０００    △２．８ 

     （３）      （１，００４，７００）    （△３．９） 

   農 村 林 地       
    ２           １７３，５００     △３．６ 

   （２）         （１７９，５００）    （△３．７） 

   林業本場林地 
     ２            ６２，４００     △４．０ 

   （２）           （６５，０００）    （△５．０） 

   山村奥地林地 
      １           ５７，０００     △４．５ 

   （１）          （５９，７００）    （△５．２） 

   合 計       
      ８           ４３１，７００      △３．５ 

   （８）         （４４５，３００）    （△４．３） 
  

 （注） 表中上段は平成２６年、下段は平成２５年のデータ。 


